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（7） 宮城県岩沼市立玉浦小学校

はじめに
　岩沼市立玉浦小学校は、児童数 345 人（平成 22 年度学校基本調査）の小学校である。

周囲には水郷が広がり、その間に集落が存在している。学校から海岸までは 2km 程度

の平地に位置し、一階部分は津波に浸食されたが、当初避難住民 600 人を受け入れた。

平成 23 年 10 月 6 日、大沼吉朗校長（在校年数 2 年）と、同校 PTA の谷
や ち ぬ ま

地沼富勝副会

長がインタビューに応じてくれた。谷地沼副会長はボランティア組織である「がんばッ

と !! 玉浦実行委員会」の事務局広報部長も務めている。

１．3月 11 日から 4日間の「孤立」的状態
　3 月 11 日、学校は前日に続く短縮授業で、児童は 2 時に下校していた。この学校は

徒歩だけでなく、遠方からの児童は 1 ～ 3 年がスクールバス、4 ～ 6 年は自転車を通学

手段としていた。発災時、10 人程度がスポーツ少年団で学校に残っている程度であった。

揺れは 4 ～ 5 分以上に感じられ、これまでにないような災害を予感させるものであった。

大きな揺れが止まった後、校長は、校舎内の人々を外に出し、残っていた児童も校庭に

集められた。中には泣き出す子もいた。

　その直後、岩沼市教育委員会から 4 名の職員がやってきた。子どもの送迎、被害状況

の確認、そして集まってきた地域住民への対応が課題となった。避難住民は約 600 名、

校庭には避難者の車が約 200 台という混乱状況であったが、これまでの津波被害に対す

る教訓が残る地域であったため、体育館に集まった地域住民は、自然と地区ごとに集ま

り、地区会長を中心に名簿を作るなど、手際よく動いていた。学校としては体育館にゴ

ザや毛布を用意し、滞在に備えた。

　校長はその直後、10m の津波警報があることを携帯電話のワンセグで知った。この

時校長は、一方で「だめじゃないか」という思いを抱き、もう一方で「でも、貞
ていざんぼり

山堀（海

岸から 1㎞弱にある堀であり、学校は

そこからさらに 1㎞弱内陸にある）を

超えたことはないし大丈夫だろう。」と

も思った。

　しかし、実際その目で津波の来襲を

遠くに目撃した数人の地域住民が、「こ

れまでにない津波が来る」という情報

を教職員に訴えてきた。これを聞い

た校長は「3 階にあげなさい。土足で

いいから」と、体育館の住民を 3 階に

上げる判断を下した。これにともな

写真　津波が来た頃の校庭

＊校長提供
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い、当初体育館に置かれること

になっていた対策本部も、2 階

の教室に移すことになった。津

波がやってきたのは住民が移動

しきった数分後であった。結果

的に津波は、校庭から 80㎝、床

上 10 ～ 15㎝の高さまでやってき

た。少し床の下がっている給食室

においては 30㎝まで海水が達し

た。避難していた住民は体育館か

ら 2･3 階に移動した。幸い津波に

さらわれたり衣服が濡れたりすることはなかった。

　その後、ライフラインの寸断する「孤立」状況に陥った。電気・ガスはなく、道は水

浸しで通れないという状況である。通信手段としても、バッテリーで動く防災無線が残っ

ているだけであった。発災当時の 3 月 11 日は、雷・雪のある寒い夜だった。津波に飲

まれた外の車は、海水を導線として灯ったライトで暗闇を照らし出し、盗難防止のクラ

クションが鳴り響いていた。さらに数台が火災を起こし、結果的には延焼は免れたもの

の、校舎への引火も危ぶまれた。管理職は、市職員や地域の区長との相談の上、住民を

地区ごとに教室を分け、体調を崩している人、乳幼児を連れた人、また近隣の保育所 ･

児童館からやってきた各 30 数人の子どもは別の教室にした。乳幼児を連れた人からは

紙オムツを求める声があったが、備蓄されておらず、避難者の所有物を分けあっていた。

校長・教頭は本部につめ、避難住民への対応に当たった。避難住民は、一晩を食べ物が

ない状態で過ごした。「食べ物も飲みものもない、寒い寒い夜」（校長）だった。

　3 月 12 日の昼過ぎには、ようやく道路が通行できるようになったが、物資不足はそ

の後も継続した。配給された食料は、子どもや高齢者を優先に配給されたが、おにぎり

が一人一個程度であった。この日も非常に寒く、毛布も足りなかったため、着の身着の

ままでやってきた教室に避難していた住民は、床に新聞紙を 1 枚敷き、その上に新聞紙

を 1 枚かけながら体を曲げて寝ているという様相であった。この間、避難所の住民への

食料・水の配給や、仮設トイレの整備、地域の人々の健康状態調査など、様々な業務が

存在していた。これには、学校と地区会長など地域のリーダーが当たった。PTA 副会

長は、「気づくと夜で、何も出来ない時間になってしまう。昼間が短かった」と語って

いる。

　3 月 12 日夕方には、PTA の人が発電機を持ってきて、切れかけていた防災無線のバッ

テリーに充電をした。また翌 13 日にはジェットヒーターを持ってきたくれた人もいた。

この日は天気も回復したこともあり暖かくなってきたという。そして翌 14 日午後、避

難住民は市街中心部の避難所に移動した。

写真　校庭東側

＊校長提供
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２．復旧までの課題とPTA・地域の連携
　避難者の移動が済んだ頃から、学校は再開に向けての動きを始めた。

　（1）原状復帰
　住民が土足で避難していた校舎の

清掃は、水道が使えず、プールの水

を使わざるをえなかったため、大き

な課題であった。

　ここで力になったのは、PTA な

ど地域の力である。谷地沼副会長は、

泥だらけになった校舎を、「先生たち

だけで」清掃していたことに「胸う

たれた」と語った。「先生たちだけで」

という言葉の背景には、14 日に被災

者が避難所に移動することにともな

い、市職員や物資も引き上げられた中、教員だけで清掃が行われていることへの驚き

がある。副会長は「何とか自分たちもやれることをやりたい、地域を直したいという

思いで、避難所を抜け出してきた」と述べた。教員の奮闘に「胸うたれた」PTA が

支援を広げていった

　（2）児童の安否確認
　孤立下の 3 月 12 日には、管理職の指示により避難所に来ていた子どもの確認が教

職員の手によってなされた。その後はそれ以外の児童の確認を行い、1 人の安否だけ

は確認されなかった。その後、教育委員会から 2 人の子どもの遺体があがったとの電

話があり、校長と PTA 副会長が写真を持って確認に行き、後で担任も確認に向かった。

2 人のうち 1 人は、安否不明だった同小児童だった。また、後日わかったことである

が、その子はアパートにはおらず、祖父・母親とともに車で移動している最中に津波

に飲まれたとのことである。結果として児童の死亡は 1 名のみであった。その他母親

を失った児童は死亡した子以外に 1 名、父親を失った児童も 2 名であった。また、玉

浦小学校の近くの避難所である小中学校 ･ 集会所 ･ 空港などに避難していた児童の中

には、遺体が流れてきたのを見た児童もいた。児童の心のケアを行うことも、その後

の課題となる。

　（3）被災地での学校復帰に対する保護者の不安
　3 月 17 日には、市教育委員会において臨時校長会が開かれ、卒業式・修了式や新

年度の開始について話し合いが持たれた。体育館が津波に飲まれたこともあり、校長

は卒業式を開けないと判断し、3 月 29 日から 31 日にかけて校長室で卒業証書・通信

票を配布した。卒業式・修了式が執り行えなかったことは今でも心残りであると校長

は語っている。

写真　市 PTA 連合会による清掃作業

＊校長提供
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　4 月 8 日と 15 日には臨時登校日が設けられた。校長は、多くの児童が集まったこ

とについて「嬉しかった。」と語っていた。

　始業式は宮城県が出した目安に従って 4 月 21 日とされたが、学校が津波の被害を

被った中、同じ場所でなぜ学校を再開するのかという保護者からの不安の声が教育委

員会に寄せられた。校長はもっと早く学校を再開しようと考えていたが、保護者か

らの意見や要望があったことを受け、「地震・津波における避難対策説明会」を開催

することを決定した。その開催は PTA 役員との相談の上 5 日前に急遽決められたが、

150 名を超える保護者が集まった。説明会では、①耐震工事がなされているので校舎

等建物については大丈夫であること、②集団登下校体制とし、帰宅時には教職員が児

童に同行すること、③登校時は保護者が引率することが伝えられた。校長は、②につ

いては事前に教職員から了解をとった上で、これらを保護者に約束するとともに、通

学時の安全指導、具体的には発災したときには近くの民家や安全な建物に逃げ込む訓

練をするなど安全教育を行うことも約束した。

　当日配布された資料には、次のように記述した。

①電話によるお子様の安否の問い合わせは控えてください。

②学校側は混乱が治まるまでお子様をお預かりします。

③すぐにお子様たちだけで帰宅させるようなことはしません。地震直後は通学

路もいろいろな危険があると予想されるからです。

④ご自身、ご家族、ご自宅の安全を確保していただき、混乱が治まってからお

子さんを迎えに来てください。もし、来校された場合は、学校で待っていた

だき、警報等が解除されてから一緒に帰ってもらいます。

⑤ e メールや 171 災害用伝言ダイヤルで連絡するように努めます。

　このように、登校時は保護者の安全指導がなされ、また下校時は教職員が一緒に付

いていくという登下校体制を、6 月下旬まで続けた。

　（4）児童の就学に関わる物的・心的支援
　児童の就学に関わる物的・心的支援という課題もあった。児童の中には、学用品・

ランドセルなどの学用品を失い、使えない状態になった児童が多数いたため、4 月に

入ってから流失物調査を行って状況をまとめ、支援物資を割り振る作業を行った。こ

れは、教科書 ･ 教材 ･ 運動着 ･ 習字道具 ･ 絵の具セット ･ ピアニカ ･ リコーダー ･ 中

学校の制服 ･ ランドセル ･ 筆記用具 ･ 運動靴などに及んだ。また、4 月末頃からはお

もちゃ ･ おかし ･ 図書カード ･ 鉢植えの花 ･ 歯磨きセット ･ その他多数に及ぶ支援物

資もやってきた。これらの割り振りは一学期の間続いた。

　また、児童の中には、夜泣きをしたり、夜尿をしたり、重症ではないとはいえ心の

傷を負っている児童がいることも懸念された。その中でのイベントは児童や保護者を
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喜ばせた。5 月 2 日には「嵐」の大野智さん（怪物くん）が服部料理専門学校の服部

幸應氏と連携したカレー炊き出し慰問を行った。5 月 28 日にはプロサッカー選手の

長谷部誠・内田篤人・川島永嗣・家長昭博・安田理大各選手によるふれあいサッカー

教室があり、100 人ほどの児童が、保護者とともに喜び癒されていた。夏休みには

5･6 年生 40 名ほどが山形県尾花沢市から招待を受け、また高知県のよさこい祭りに

30 名の児童と校長を含む 6 名の教職員が招待されたこともあった。

　「心のケア」については、保護者に調査票を渡して児童の心 ･ 体の状態を記入して

もらうとともに、児童自身にもチェック表を記入してもらった。その上で、担任・養

護教諭・カウンセラーとの面談が必要な児童については実施された。スクール・カウ

ンセラーは、例年では週 1 回であっ

たが、本年度は週 2 回来校した。そ

の他に派遣のカウンセラーも来校し

た。児童は、避難所などで普段と異

なる制約の多い生活をしており、恐

怖を感じ親とともにおびえていると

考えた校長は、学校再開が子ども

にとっての居場所づくりになるとし、

「学びの時間を通して解放される」と

いう言葉で子どもにとっての学校再

開の意義を語っている。

　学校再開後は、合言葉として「元気」「熱中」を挙げ、被災したことに負けない自

分づくりを児童に訴えた。また、慰問のイベントで元気を与えるとともに、例年行わ

れていた行事や授業は非常時体制から通常の体制に戻すことも重視した。

　例年玉浦小学校では、5 月に「地区運動会」を開いている。これは、玉浦地区と学

校が共催する地域行事で、地区の中でも最も大きいイベントであるが、本年は開催

しなかった。しかし、9 月 17 日には忙しい中でも学校単独の運動会を開催し、地域

住民や保護者が参加できる「パン食い競走」には、300 人が参加し、大いに喜ばれた。

地区運動会の開催で「一区切りがついた」と校長は述べている。

３．今後の学校、地域、その関係
　　谷地沼副会長は、「現在、多くの児童や保護者が複数の避難所から通学している状

況にある。集団移転がすぐにできるわけではないので、いかに地域と学校が団結してい

けるのかが現在抱えている課題である」という。「地域として何をやるにしても学校を

中心に行うことが多い。しかし、学校には行きたいが、家が離れてしまってなかなか参

加できない人もいる。震災からの復旧に際して一時期は近くなった学校と地域の距離感

であるが、今は参加が出来ず、時折参加を促しても『私は何もやってないから』と言っ

写真　ふれあいサッカー教室

＊校長提供
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て尻込みする保護者もある。地域の団結のため、ただ指をくわえてみているよりは、そ

れがいいことか悪いことかはすぐには分からないが、とにかく何らかのアクションを起

こしていきたい」と述べている。

　玉浦小学校 PTA は今年度、会長の発案により、例年の会議の数を減らして「災害特

別部会」を設けた。副会長を取りまとめ役とし、地区委員の参加のもと、各地区の現状・

課題点を集約している。1 学期は１ヶ月に 1 回、2 学期は２ヶ月に 1 回程度のペースで

開かれ、校長や教頭も参加することもある。ここでは例えば、児童が仮設住宅で知り合

いになった他校の友人と通学区域をまたいで遊びに行くケースについてどのような対応

を行うかなど、具体的な課題を持ち寄りながら議論がなされている。

　また、副会長は「がんばッと !! 玉浦実行委員会」というボランティア組織を立ち上げ、

その広報部長を担っている。この組織は、学校などに対して支援イベントを行ったり、

地域の活性化や復興、被災者支援などを行う組織である。4 月下旬に「がんばッと !! 玉浦」

の文字を配したステッカー（図）を児童や保護者・地域住民・教員に配布したことから

始まった。このステッカーは、地域を元気づけるため、副会長が自らの仲間とともに作

成したものである。知り合いのデザイナーや仕事で関係のある印刷会社に依頼して作っ

たもので、当初は販売して弁済しようと思っていたが、配るたび無料であげてしまった

と語っている。

　谷地沼副会長は、「一人でいると沈む」「一人でいるとポロポロと涙もでる。みんなと

一緒にいないとだめだ。そのようなことは他の親も同じだろうという思いだった」と述

べている。また、道に立って通学指導をしている教員の努力に、「どうしてここまでや

るのか」と感嘆し、励ましたいという思いもあった。そのため、地域の課題を見据え、

試行錯誤をしながらボランティア活動というアクションを起こていこうとしたという。

　また校長は、「津波が来たところで考えることと、来ていないところで考えることは

違うと思います。実際に津波を見たら、なんというか、すごいものがある。中々言葉に

出てこない。津波が来た場所でどうすればいいかを考えることは大切です」。また校長は、

避難住民が濡れなかったことを引き合いに出しつつ、「自分がもたもたしていたら違っ

た。人が何を言っても即決、決断することが大事」と述べている。同時に「運が良かっ

図　「がんばッと !! 玉浦」のステッカー
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ただけかもしれない。でも満足している。学校が開けた」とも述べている。

　校長は、岩沼市教育委員会によって発刊された『学校の危機管理』の編集委員長も務

めた。これは、「震災で学んだことを風化させてはならない」と市教委が提案し、3 回

の編集会議を経てまとめたものである。内容は発災以降学校で起きたことや悩んだこと

を克明につづり、今後の危機管理の在り方についても言及している。

　校長は、教育長から依頼された「記録する」ということに加え、「ガイドラインを作

りたい」という思いを持っていた。具体性があり、教訓を得られるような内容で編集し

た。今後各学校ではこれに即したガイドラインを作成することが求められることになる。

玉浦小学校では、「学校経営の側面的指針」の中にこれを位置づけ、様々な指導上の方

策の筆頭に「『自分の命を自分で守る』という意識の向上と機会の確保」「学校敷地内外

の安全な教育環境の構築」を位置づけている。

おわりに
　岩沼市立玉浦小学校の対応では、学校の教職員の奮闘を中心に、安否確認における地

域の連携、清掃における PTA の協力などにおいて特筆すべき点があった。また、保護

者の不安に丁寧に向き合い、説明を尽くしながら学校再開に向け取り組んでいった。
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（8）宮城県岩沼市立玉浦中学校

はじめに
　岩沼市立玉浦中学校は、玉浦小学校より数百メートル内陸に位置するものの、津波の

浸水域にある学校である。東日本大震災前の生徒数は 165 名（平成 22 年度学校基本調査）

で、玉浦小学校から進学する生徒がほとんどである。

　平成 23 年 11 月 7 日、校長（在校年数１年）と教務主任（在校年数 8 年）にインタビュー

を行った。なお、校長は震災時には多賀城市教育委員会で勤務していたため、平成 22

年度内の状況については避難所対応を行った職員から校長が聴取しており、それにもと

づいて説明を伺った。

１．孤立状態と安否確認
　震災当日、学校は卒業式であった。そのため 1･2 年生（現在の 2･3 年生）は下校して

おり、自宅で被災した。家で被災し、2 階や自宅の屋根の上で一夜を過ごし、救助され

た生徒もいた。学校には、3 年生の生徒と保護者が残り、発災時には 1 階のランチルー

ムで謝恩会を開いていた。また、発災時、前任の校長は仙台市の県教育委員会に出張し

ていた。地震直後、指揮を取ったのは教頭（同校 2 年目）であった。学校にいた人間は

一度全員校庭に避難した。外見上、校舎の損害は認められなかった。

　その後大津波警報が出たという情報が入り、地域住民や保護者も学校に避難を始めて

いた。玉浦中学校には展望台があり、教頭は若い教員一名をそこでの見張りに立たせる

とともに、校庭に避難した人々にも 3 階に移動するよう指示をした。一方で、学校やそ

の周辺には、既に避難をしてきた地域住民が集まり、前の道路は渋滞が始まっていた。

歩けない高齢者への対応や車の整理をする教員も必要となった。

　地震発生から 40 分程度経った時、見張りの教員から津波の襲来が告げられた。海沿

いにある防風林の先から黒い塊がやって来るのがわかったという。そこで、校庭や下階

にいた人々を 3 階に上げるよう教頭が指示をした。当時は、学校内に入ろうとする避難

者で既に校庭内も車が渋滞を起こしていたため、教員は窓から呼びかけ、あるいは校庭

に出て誘導がなされた。その際は、「車を捨てて上がれ！」「もう来てっから、そんなの

置いてこい！」という緊迫した呼びかけがなされたという。結果的に津波は玄関で止ま

り、同中学校は、床上浸水を免れた。しかし、校庭に入れた車は半分まで水没し、学校

には津波で家を飲まれた地域住民や海水に濡れた避難民が集まり、避難者数は 600 名程

度になった。

　校舎 3 階に設置した避難所は水道・ガス・電気が寸断され、当座の生命確保が差し迫っ

た課題となった。当日は気温が低かったため、カーテンは全部避難者が体に巻き、体育

館に備蓄されていた 50 枚ほどの毛布も出した。また、近所の地域住民が持参してくれ

た発電機を使ってジェットヒーターも使用した。さらに教職員の服も貸し出した。
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　避難所の明かりの確保のため、理科

室にあるろうそくをビーカーに入れ、

階段端に配することで安全確保を図っ

た。豆電球と乾電池で簡易ライトを作っ

たり、水道水が出なくなってきたので、

プールの水や水道の残り水をポリタン

クや家庭科室の鍋に溜めたりした。こ

れらの作業には、当時学校にいた生徒

が積極的に名乗りを挙げ、協力した。

教務主任は「ほんとうによく働いてく

れて、こういうときに、自分たちも困っ

ているけど、おじいちゃん、おばあちゃん、赤ちゃんはもっと困っているだろうな、と

いう気持ちになれるなんて、さすがだなと思いました」と誇らしげに語っている。

　玉浦中学校の避難所解消は、玉浦小学校と同じ３月 14 日であった。その後は、市内

他校教職員や地域住民の協力を得ながら、自衛隊やボランティアとともに、清掃を中心

とした活動になった。

２．学校再開までの体制づくり
　4 月 21 日の学校再開まで、電話や電気が寸断されていたこともあり、最も苦心した

のは生徒の安否確認であった。校長の指示により、ホワイトボードに安否確認ができな

い生徒をリストアップし、学校全体で共有した。電話が使えない中、地域や保護者・卒

業生からの情報を収集していった。3 月 12 日は安否不明生徒 40 名、15 日は 5 名、16

日は 3 名となり、17 日には全員の安否確認が終了した。ところが 18 日は新たに不明者

が 1 名となり、手探り状態で現状把握していた。その後、校長の発案で直接会って子ど

もの状況を確かめる第二次の安否確認も行った。安否確認できたと思っていたものが、

結局確認が取れないというケースが生じたためである。教員が避難所に赴いたり、学校

に来てもらったりする方法を取った。その際には、資料に示した手書きの安否確認表を、

電気の使える市内の学校で人数分複写し、教員がこれを持って避難所に赴いた。その結

果、死亡した生徒は 2 名であることが判明した。

　4 月 1 日に赴任した現校長は、さらに、第三次安否確認を行うよう指示した。これは、

学校のスケジュールを伝えるとともに、家族の状況や、現在の居住地と今後の見通しに

ついても確認をとるためであった。

　3 月 12 日からの確認を通して、教員らは生徒たちが想像を絶する大変さを経験して

いると感じていた。しかし、これに対して、教職員は、どのような取り組みをしていけ

るか、方向性に迷いを感じていた。日々の対応事項は多様に及び、するべきことはある

が、長期的な方針が見えない状況であった。このことを教務主任は「動きが流れていな

写真　清掃活動の様子

＊学校提供
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い。」と表現し、次のように説明している。「小さなことだけの一歩で、これが長期的な、

例えば復興であるとか、心のケアにつながるものかどうかということが見えない状況で、

どうするのがより良いのかが見えない状況でした。」「はじめは何をしたらいいか、何を

すればいいか分からなくて、動きが流れていないと感じつつも、具体的な先生方への声

かけをどうすればよいか、とても悩みました。」と語っている。

　4 月に着任した校長のリーダーシップは、いわば「流れ」をつくるものであった。校

長が着任当初に目標としたのは、「心のケア」である。校長は多賀城市教育委員会勤務

資料 1　第二次安否確認の記録用紙
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時に、「心のケア」に関する「緊急教員研修会」（於 多賀城市教育委員会；多賀城市報

告参照。山形大学上山真知子教授、ウニ・クリシュナン医師らによる。3 月 19 日実施）

に参加し、さらに、自身も教育相談に関しての知識や関心を有していたため、校長は「心

のケア」を一年の学校運営の方向性として打ち出した。4 月 5 日には、多賀城市で開催

された「臨時全体研修会」に養護教諭と各学年から 1 名ずつの教員を派遣し、研修会の

配布資料は教員にも共有した。

　心のケアを目標とした背景は、学校自体の損傷は小さく、清掃も完了していたが、「こ

の学校や学区の悲惨な状況を考えると、建物のダメージよりも、心のダメージが大きい

のではないかということを感じていました。多賀城市にいた時も、子どもたちの状況を

見ていても、心のダメージがずいぶん大きいなということを感じていました」と語って

いる。

　心のケアをすすめるという観点から、学校の年間計画の見直しがなされ、「学校再開

プログラム」を策定した。学校再開までは「安否確認」により生徒の状況を把握すると

ともに、「先生は自分を気に掛けてくれている」との実感を持ってもらうよう意識した。

　また、教職員が学区内を見て回るという取り組みも行った。これは、現在の学区内の

様子を見ることで、子どもたちの気持ちに寄り添うために行い、多賀城市での臨時全体

研修会と並行して、4 月の 4 日・5 日に実施した。さらに、養護教諭やスクール・カウ

ンセラーとの連携体制を構築するため、養護教諭をケア担当に任命し、関係者との調整

も行った。

　岩沼市教育委員会が編集した『学校の危機管理』によると、「臨時休業を続けていると、

児童・生徒はそれぞれ家族単位で生活することとなる。また、避難所では起床や就寝の

時間が決まっていて、プライバシーもあまり無く、生徒にとってはストレスがたまる状

況である。学校ヘ登校させることで、生活のリズムの確立と日常生活を取り戻すことが

でき、安心感を与えることができる。特に児童・生徒同士のふれあいで、お互いの無事

の確認とお互いに辛い時期について話をすることでお互いのケアにつながっていく」と

あることから、登校日の設定も行った。

３．学校再開後の取り組み
　学校再開後は、「つながりを実感する取り組み」を行った。玉浦中学校では、入学式

後 2 週間目に学年でのスポーツ大会を実施した。これは学級づくりと子どもたちの絆作

りを目的としたものである。また、歌を歌うことがケアにつながるとのウニ医師による

アドバイスのもと、合唱コンクールを 7 月に実施することとした。合唱時の深い呼吸に

よるストレスケアと、クラスの連帯づくりが自分一人ではないことを実感させることが

ねらいである。

　また、生徒が学校に居場所を作れる工夫を行った。例えば昨年度までは職員会議は月

1 回、長時間かけて行っており、その日は部活動が休止していた。しかし本年度は月に
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2 回、1 時間と定め、その間も部活動などで残ることを可能にした。学校を勉強場所と

して開放するなど、生徒が避難所から離れ、教員とともに過ごせる居場所を学校につく

る工夫を行なった。

　さらに、健康観察の強化、派遣スクール・カウンセラー、自校スクール・カウンセラー

との連携を進めた。健康観察については、5 月中は毎週水曜日の朝の会で、6 月からは

毎月 1 日に生徒本人が健康観察記録表を記入し，担任、養護教諭、スクール・カウンセ

ラーに見てもらうこととした。担任が把握するとともに、養護教諭が全校の傾向を集計

して、気になる子どもの把握を行い、派遣スクール・カウンセラーに対する状況説明に

も用いた。

　派遣カウンセラーとスクール・カウンセラーとの連携については、生徒全員がカウン

セラーと面談する場を設定した。また、派遣カウンセラーは、派遣時期が決まっており、

必ずしも同じカウンセラーが来るとは限らないので、生徒個々人のカルテを作った。

　その効果について、教務主任は「教員には言いにくい気持ちを伝える機会が多様に提

供されていることが好ましい。」と述べている。また「『聞いてもらって良かった』と子

どもたちが言っていたこともあります。『話を聞いてくれてよかった』。大人もそうです

が、聞いてもらっただけで『ありがとう』と感じることがありますよね。例えば、愚痴

を聞いてもらえばちょっとすっきりするようなことが。」とも述べている。

　なお、玉浦中学校では、教員や保護者に対する心のケア研修も行った。教員に対しては、

多賀城市への派遣と、2 回の校内研修会を行った。1 回目は子どもたちへの声かけの研修、

資料 2　「玉浦中学校学校再開年間スケジュール」

※『学校の危機管理』p.45-46 に掲載された校長によるプランを図解し、教職員に配布した
もの。
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資料 3　「健康観察記録表」の様式
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2 回目は自校のスクール・カウンセラーによるリラクゼーションの研修である（資料参

照）。

　保護者へは授業参観の時に、臨床心理士でソーシャルワーカーでもある望月晃二氏に

よって、「震災後の子どもの心のケアについて」と題する講演を行った。これらの取り

組みを通して、教員の中にも「言っていいんだよ。いつでも受け止めるよ。解決できる

かどうかわからないけど、いつでも言っていいんだよ。」という意識が芽生えていると

いう。また、例えば宿題をしない生徒に対し、「もしかしたら家で震災のことで揉めて、

勉強をするような雰囲気ではないのではないか。」という視点を持てるようになったと

いう。

おわりに
　今後の課題として、中学 3 年生は卒業後、学校でケアができないため、自ら心理的な

困難を緩和できるようにするため、次期のカウンセラーの派遣においては、その観点か

ら生徒面談を行うようにした。また、保護者のケアについて、捨て置かれている状況が

不安であるとも校長は述べていた。被災者である保護者自身が不安定であるがゆえ、家

族同士でもトラブルが起こってくるという話が生徒から伝わってくるという。家族のケ

アという視点が必要なのだが、学校では手が回らないのが課題である。
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資料 4　スクール・カウンセラーによる校内研修会の資料（その 1）
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資料 4　スクール・カウンセラーによる校内研修会の資料（その 2）
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（9）宮城県仙台市立東六番丁小学校

はじめに
　仙台市立東六番丁小学校は、学級数 16、児童数 408 人（平成 22 年度学校基本調査）

の小学校である。平成 23 年 11 月 8 日、渡部力校長（在校年数 3 年）がインタビュー

に応じてくれた。JR 仙台駅から徒歩 10 分程度の距離にあり、帰宅困難者を含む 1,800 

人規模の避難所対応に迫られた。

１．発災時の学校：児童の安全確保・安否確認と避難所の開設
　発災時、校長室で執務していた渡部力校長は、すぐに「ただごとではない」と感じ職

員室に向かった。教頭は職員室内に設置されている放送回線を使って机の下への避難を

呼びかけ、いったん強い揺れが落ち着いてきた段階で校庭への 2 次避難を呼びかけた。

バッテリーの低下によって緊急回線が使えなかったことから、校内放送が各教室に伝

わっていなかった。そこで、担任外の教員や講師を避難経路の確認をしながら、各教室

に向かわせた。教室を回った教職員を通して初めて「避難して良い」という認識が教室

に伝わり、結果として校庭への 2 次避難は 25 ～ 30 分かかった。

　発災直後から、児童の安全確保・安否確認は重要な課題であった。地震発生時、1 年

生はすでに下校時間であった。昇降口や校門付近にいた 1 年生は引き止められたものの、

残りの 42 人は下校途中だった。他方、2 ～ 6 年生については当初集団下校を考えたが、

この状態では家が混乱していたり親が帰れなかったりする中に帰宅させることになると

懸念し、引渡しに切り替えた。引渡しが出来なかった子どもたちは、引き渡し訓練の時

に確認されていた図書室の待機場所で引渡しを待つこととした。

　学校は仙台駅付近の周辺市街地の近くにあるため、地域住民だけでなく多くの帰宅

困難者や旅行客の避難先として迎える必要があった。すでに 4 時すぎには、仙台駅の

PARCO から従業員が整然と来校し、ほどなくキャリーバッグやカバンを抱えた旅行者

も列をなしてやってきた。相次ぐ避難者に校庭は立錐の余地もない状況になった。本来

学校は市役所からの指示を受けて避難所を開設することとなっていたが、そうせざるを

得ず校長は連絡を待たず開設を決めた。

　当初は、ゴザ等を体育館にひき、避難者をそこに収めた。しかし雪が降り、寒くなっ

てきた。増え続ける避難者は体育館で収容できず、校舎 1 階の特別教室から開放し、最

終的には 2 階まで用いることになった。靴を脱げない状態だったので土足で使用した。

暗くなる前に組み立て式のトイレも 4 基すべてを設置した。

　こうして、児童の引渡しや安否確認と避難所の開設・運営が同時並行的に進められる

ことになった。避難者の波は 7 時過ぎにようやく終息しはじめ、この段階に至って、名

簿で確認できた児童の安否確認をようやく始めることができた。

　避難所に集まった避難者数は、3 月 11 日夜の段階で約 1,800 人だった。これは、校長
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が各教室から 1 人ずつ「世話人」を募り、彼らに人数集計をお願いした結果出てきた数

字である。このように「世話人」を置いたのは、「支援される」だけでなく「支援する側」

に回ってもらうことで「自立する避難所」を目指すためでもあった。

　学校備蓄のアルファ化米は 650 人分であった。校長は 650 食分を一度に使うのではな

く、最初の一回は 125 食分と判断した。その結果できた小さなおにぎりは、夜 10 時半

から 11 時にかけて高齢者、子ども、乳幼児を抱える保護者を優先に、教職員や世話人

の手から配られた。

　当日の夜、校長と教頭は、「おもてなしの心」を持った避難所を目指すべきことを話

し合った。これは避難者の中に旅行者が多い中、仙台での思い出が「ないないづくし」

では気の毒との思いから、「せめておもてなしの心はある」というという発想によるも

のである。

２．避難所運営における地域の協力
　避難所運営においては学校と地域自治会との連携を行った。渡部校長は、避難所運営

における地域連携の効果について多く言及している。まず、発災直前から防災体制にお

いて地域の町内会との連携を進めていた。平成 22 年 6 月 12 日には、青葉区防災総合訓

練を実施し、東六地区 25 町内会約 1200 名が校庭に集結し訓練に参加した。また、平成

22 年度には同区の災害対応計画策定モデル事業にも指定され、専門部会での会合を経

て、平成 23 年 3 月中旬以降にまとめる予定となっていた。こうした日常的な顔合わせは、

避難所運営や教育活動再開に向けての動きにおいて有効に機能したと捉えられている。

　まず、発災当日、避難していた地域住民のうち約 350 名は、もともと想定していた避

難者であったにもかかわらず、立錐の余地ない状態を見かねた連合町内会の海老会長の

もと、近くのコミュニティ・センターに移動した。これは、学校と従前より連携してい

た町内会をはじめとした地域の配慮によるものであった。同コミュニティ・センターか

らは、アルファ化米を調理する釜・大鍋・ガスボンベを借すという申し出もあり、また

ガソリンで動く投光器も初日夜に持ち込まれた。

　また、教育活動再開に向けての動きにおいても地域との連携は有効に機能した。避

難所の人数は初日 1,800 人だったものの、3 月 12 日夜には 700 人、13 日夜には 380 人、

14 日夜には 130 人と、減少していった。3 月 15 日には仙台市の臨時校長会で教育活動

3 月 11 日 12 日 13 日 14 日 15 日 16 日 17 日 18 日 19 日 20 日 21 日 22 日 23 日 24 日 25 日
朝 − 1000 500 300 100 120 100 90 70 50 41 − 19 19 4
昼 − − − 200 100 90 100 80 65 40 37 − − − −
夜 1800 700 380 130 120 96 80 80 70 50 49 − 38 4 −

図表１　避難者数の推移

＊連合町内会作成資料（『東日本大震災東六小体育館避難所運営について（まとめ）』
　2011 年 3 月 31日）より調査者作成
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再開に向けた指示が出されることになっており、年度末には、成績・事務処理、新年度

の準備、卒業式修了式がある。そのため、避難所運営を学校の手から放すことが模索さ

れ、学校は学校機能再開に向けた動きを始めた。

　3 月 14 日夜、校長の呼びかけにより地域団体の役員と学校との合同会議が行われた。

校長はこれまでの経緯を伝え、東六地区災害対策本部（本部長：海老連合町内会長）に

避難所運営を依頼した。これまで学校と関係を持っていた海老本部長はこれを快諾した。

その日には、必要となる部署・役割分担、人数を学校と災害対策本部の間で話し合い、

15 日には多目的会議室に災害対策本部を設置し、15･16･17 日の 3 日を学校と地域が共

同で避難所運営を行うことを通して、申し送りや引継ぎを行った。3 月 31 日までの 17

日にわたって、災害対策本部実行委員、ボランティア等の各団体、町内会スタッフによっ

て避難所運営が行われた。主な業務は、非常食炊き出し、配給、トイレ清掃、ごみ処理、

燃料補給、救援物資処理、保健健康管理、避難者数把握、相談対応、情報管理、他校と

の連携、市災害対策本部との連携、各団体会社個人からの支援申し入れ受け入れへの対

応などである。協力した地域住民の人数は資料に示したとおりであり、一日平均約 35

人であった。

　こうした町内会の協力の他に、日常的に学校支援地域本部で学校に協力をしている主

婦による豚汁の炊き出しなどもあり、外からのサポートによって避難所が運営された。

　東六番丁小学校では、体育館や一部の教室には窓や壁の破損があり、避難者がいる体

育館は使えなかったが、3 月 24 日には修了式（5 年生、4･3 年生、2･1 年生ごとに実施）

が、3 月 25 日には近隣にある常盤木学園高等学校のコンサート・ホールを借りて卒業
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図表 2　仙台市立東六番丁小学校避難所運営団体応援・町内会人数の推移

＊『東日本大震災東六小体育館避難所運営について（まとめ）』
　平成 23（2011）年 3 月 31日　連合町内会作成資料より筆者作成
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式を実施した。この卒業式は、国旗やひな壇を自校からリヤカーで持ち込んで実施した。

花もなく、他学年の出席はなかった。準備も、歌と言葉の確認を前日に行っただけであっ

た。しかし、地域住民 40 人以上が参列し、温かい雰囲気の中で式を終えた。

おわりに
　東六番丁小学校における震災直後の避難所開設及び運営とそこにおける地域町内会と

の連携から、学校支援地域本部の取組など、日常的な学校と地域との連携が、避難所運

営を円滑にするとともに、学校機能再開に向けた教職員の動きが効率化されていった。
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（10）宮城県仙台市立富沢中学校

はじめに
　仙台市立富沢中学校は、在籍生徒約 911 名（平成 22 年度学校基本調査）という仙台

市の中でも大規模な学校であり、当初 1,200 人に及ぶ避難者を受け入れた。

　平成 23 年 11 月 8 日、庄子修校長（在校年数 2 年）と髙倉祐一教頭（在校年数 3 年）

がインタビューに応じてくれた。

１．発災から避難所解消まで
　3 月 11 日は翌日に卒業式を控え、3 年生は卒業式の準備や同窓会の入会式を済ませ、

午前中には帰宅していた。1・2 年生は、卒業式の準備のため花を飾ったり紅白幕を張っ

たり、体育館にパイプ椅子を並べたりしていた。

　放送がまだ使えるうちに、「机などの下に隠れろ」との指示がなされた。その後停電

により放送が使えなくなったため、肉声により外に出るよう呼びかけがなされ、校内に

いた生徒約 600 人と教職員らは校庭に避難した。着の身着のままで外に出たため、校舎

に服や鞄がある生徒もいた。そのため校長の指示で生徒が教室に荷物を取りに行くこと

としたが、常備されていたヘルメットは 1･2 年生約 600 人に対して 50 数個しかなく、

余震が続く中、クラスごとに順に取りに行くようにした。校舎のつなぎ目はほとんど損

壊し、壁には数十箇所のヒビが入り、その総延長は 2,500m に達した。中庭も 10cm ほ

ど陥没、水道の受水槽は損壊、校庭に避難した子どもたちは余震で屋上の避雷針が大き

く揺れているのを見ていた。

　富沢中学校は内陸にあるため津波の心配はなかったが、生徒については、引渡しと合

わせて集団下校の対応を取った。仕事に出ている保護者が帰れないことを予想し、妹弟

の迎えなどを心配する生徒もいたことから、一律に学校に留めて待たせる必要はないと

いう判断があった。災害対応マニュアルには「引渡し」のみの記述で、震度に対応した

引渡しの明確な記述はなかった。

　結論として、校長は、その時点で保護者の迎えが来ていた生徒は引渡しとした。次に、

教員に通学路の安全を確認させた上で、教員を引率者としてそれぞれの町内会の一時避

難所まで集団で生徒を送り、自宅に入れなかったら学校に連れ戻すこととした。

　生徒を一時避難所に送り終えた引率教員が戻った頃、学校には地域の人々が避難して

きた。学校は市の災害対策本部からの要請があってから避難所を開設することになって

いたが、要請が来る前に多くの人が来た。そのため、体育館に並べた椅子を片付け、事

前の取り決めに基づいて町内会ごとの区割りを行い、自主的に避難所開設を始めた。近

隣の住宅地には必ずしも大きな建物損壊があったわけではなかったが、情報や食料の不

足、停電による混乱（マンションのオートロックが開かないなど）によって、地域住民

が押しよせてきた。
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　3 月 11 日の夜まで避難者が増え続け、最終的に 1,200 人ほどの規模になった（避難

者の推移は資料１を参照）。体育館・武道場・校舎 1 階多目的ホールに人がいっぱいに

入った。3 月 13 日までは避難者数が非常に多く、この間の対応には様々な苦心があった。

水道は、3 月 31 日まで復旧せず、トイレにはプールの水を使用した。食べ物についても、

人数の見込みが立たないため、発災当日は配らなかった。翌日も備蓄されていたアルファ

化米による小さいおにぎりを配る程度であり、支援物資が到達したのは 3 月 13 日以降

となった。校長は、宿泊して避難所対応をする教職員を募り、管理職・教職員は町内会

長と一緒に避難所運営にあたりながら、物的・人的支援が増すまでの数日を乗り切った

（避難所対応教職員数は資料２を参照）。

　また停電による困難もあった。1,200名に及ぶ地域住民が押し寄せたことから、校長は、

避難者を把握したり、安否を訊ねる地域住民に情報提供するための名簿作成を指示した

が、用意していた避難者カードでは足りず、用紙作成・印刷のための印刷機も動かせな

かった。トイレや階段の照明もつかなかった。そのため 3 月 13 日に電気が回復するま

では発電機や豆電球を用いた簡易照明、職員の自家用車のヘッドライトなどを活用した。

　同校周辺は津波や火災等の被害はなく、体育館・武道場・多目的ホールの避難所も、

4 日目の 3 月 14 日には武道場に集められる規模に縮小した。この日には新潟市からの

支援部隊が到着し、自衛隊等による救援物資も量を増していった。また校長は、近隣の

若者や、積極的に運営への提案を行っていた女性などにリーダーを任命し、臨機応変に

仕事を担ってもらうようにした。こうして 3 月 22 日に学校が再開し、4 月 3 日には避
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＊学校提供資料より
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難所が解消された。

２．事前準備の成果
　生徒の集団下校と避難所開設は、いずれもスムーズに行われた。その背景には、事前

準備の成果があった。

　（1）避難所開設運営委員会の立ち上げ
　準備の第 1 は、「富沢中学校避難所開設運営委員会」の立ち上げである。平成 22 年

4 月の着任前、市教育委員会の教育指導課長であった庄子校長は、避難所開設には災

害対策本部、消防、警察、町内会、教育委員会と各学校の連携が必要であり、その体

制づくりが急務と考えていた。これは庄子校長のみならず他の校長にも共有された考

えでもあった。平成 23 年 1 月 31 日、仙台市の指定動員職員が学校に打ち合わせに来

るのに合わせ、近隣 19 の町内会長に顔合わせを呼びかけた。富沢中学校に避難する

であろう町内会を確認し、体育館の鍵の管理や備蓄物資の保管場所や避難所となるス

ペースの確認作業を行った。

　顔合わせを通して、19 の町内会のうち、同中学校に避難してくるのは 6 町内会で

あることがわかった。そのため、6 町内会の正副会長を含め、改めて 2 月 25 日に集

まり、「富沢中学校避難所開設運営委員会」を立ち上げた。委員長をはじめ、各町内

会の役割分担を決め、避難所となる体育館の地区割りも決め、地区表示等の準備も進

めた。委員長には体育館などの鍵を渡した。そして、4 月の町内会役員改選を経て、

町内会に防災に関する組織を設け、5 月の連休明けにさらに詳細な取り決めを進めて
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いくことになっていた。

　この詳細な取り決めが完成する前に東日本大震災が発生したが、1 月 31 日と 2 月

25 日の会合により、避難所開設・運営は円滑に進んだ。

　まず、避難所の町内会の区割りや誘導がスムーズに行われた。事前の取り決めでは、

畳がある武道場は、病人・高齢者・乳幼児を連れた保護者など、特別な配慮が必要な

人向けのスペースにすることになっており、武道場に入っていた避難者には移動をお

願いしなければならなかった。自分の場所を確保しようやく腰を落ち着けた避難者に

再移動を依頼することは心苦しかったが、それを矢面に立って行った町内会長は、「校

長先生、それは俺達の仕事だ。校長先生にさせる訳にはいかない。せめてそれくらい

やらせてくれ。」と申し出たという。

　また発災直後は、町内会を中心とした避難所運営が行われ、町内会代表者が輪番で

宿泊したり、婦人会による炊き出し等が行われたりした。また、毎日 1 回ずつ町内会

の関係者が集まる避難所運営の会議が開かれ、情報の共有と連携が図られた。地域住

民に「自分たちも運営者である」という意識が生まれていた。

　「自分たちも運営者である。」という意識は、さらに教員への感謝も生じさせた。校

長の指示がなくても教員が一生懸命動いている姿を見た地域住民からは、「ありがと

う」という言葉が出た。校長は、その裏には、「本来自分たちがやらなきゃいけない。

なのに先生方ありがとう。」という意味があるものと考えている。そして、この教員

への「ありがとう」という言葉ひとつで、教員は意気に感じ、自らの士気を高めたの

である。

　（2）町内会・学校の合同避難訓練
　準備の第 2 は、町内会・学校の合同避難訓練である。これは毎年 9 月初旬に、1 年

毎に大・中・小の規模を変えて行われている。授業時間に行われるため生徒は全員参

加し、保護者の参加もある。

　小規模避難訓練は、授業 2 時間分で、校庭への避難だけでなく、町内会長との顔合

わせや地域にある一時避難所への避難訓練が行われる。中規模避難訓練は 3 時間分で、

小規模で行う項目に加え、トイレ・テントの組み立て、AED や応急処置の体験を行う。

大規模避難訓練は授業 4 時間分で、中規模で行う項目に加え、炊き出しや、ベランダ・

屋上からの救出訓練、避難梯子による避難訓練も行う。

　こうした取り組みの成果としては、まず生徒自身が町内会長の顔を知り、震災時の

集団下校をスムーズにした。また、トイレの組み立ては非常にうまくいった。暗闇が

迫る寒い校庭で、トイレを早急に組み立てなければならなかったが、今回の震災では

避難訓練を体験していた卒業生があっという間に組み立てた。校長は、薄暗い中で取

扱説明書を読みながらでは日没に間に合わなかっただろうと、避難訓練の成果を認め

ている。
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　（3）学校 - 地域連携の取り組みの効果
　なお、このような町内会との連携ができた背景には、さらに、学校と地域を結びつ

ける学校支援地域本部事業があった。同校は 3 年前から学校支援地域本部事業（「サ

ポー To かしわ」）を開始したが、当初は必ずしも連携がスムーズには運ばなかった。

学校支援地域本部事業による学校支援活動や、生徒による河川清掃の実施、文化祭で

の地域連携ステージの設定、地域行事への管理職の参加、合同避難訓練など、各種の

取り組みを経て町内会との関係ができていった。「地域本部をやっていなかったら、

お互いに腹を割ってお願いができる状況にはなかっただろう。2 年 3 年かけて醸成し

た土壌があったからできた」と、校長は述べている。

おわりに
　震災と避難所運営の経験を踏まえ、富沢中学校では、引渡しか集団下校かで混乱を招

かないよう、保護者に対して意向調査を行った。引受人は保護者でなく近隣住民でも可

とした。結果として、引渡しと集団下校の希望はおおよそ半々であったが、学年が上が

るほど集団下校の希望が高くなっている。この結果を踏まえて引渡し方策等の再検討を

行っている。

　また、地域との合同避難訓練に保護者の参加を増やすため、平成 24 年度に行われる

大規模避難訓練を土曜日に実施することとした。さらに、地域との連携を深め、学校支

援地域本部事業の発展のために各種の学校支援を拡充させることとした。さらに、生徒

が震災の経験の「語り部」になりうるよう、自らの命を自ら守れるような防災教育の充

実を図ることも挙げられた。
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（11）福島県いわき市立植田小学校

はじめに
　植田小学校では地面の陥没が発生し、現在でも、体育館は使用禁止の状態である。校

区には津波の被害を受けたエリアもあるなど、近くに高台の少ない海岸沿いに位置する

ため、震災直後、近隣の住民は植田小学校を目指して避難してきた。なお、震災前の児

童数は 680 名である（平成 22 年度学校基本調査）。

　飯塚一雄校長（在校年数 4 年目）に対し 2 回に渡ってインタビューを行った（平成

23 年 10 月 18 日、11 月 24 日実施）。また、平成 23 年度 PTA の堀米康徳会長に対し、

避難所となった植田小学校の様子や校区の状況について尋ねた（平成 23 年 11 月 24 日

実施）。

１．避難所の開設
　3 月 11 日の地震発生時、子どもたちは下校の準備を進めていたところだった。揺れ

がおさまってからすぐ飯塚校長は校舎横駐車場に子どもたちを集め、学校での待機を決

断した。集団下校という選択もあったが、「集団下校したことによって、バラバラになっ

たものを、再度、安否確認するのはおそらく無理だろうというとっさの判断」があった。

電話も繋がらない状況にあったため、当日、すべての子どもを保護者に引き渡し終えた

のは、23 時過ぎであった。

　一方、教職員は、保護者の迎えが来るまで子どもたちを預かるのと同時に、避難所の

開設を進めなければならなかった。地震発生からしばらくすると、「津波が来る、校長、

津波が来るのを知っているか。」と口にしながら、住民が次々と高台にある小学校に避

難してきた。学校で子どもたちを預かりながら、避難者の受け入れを進めることが可能

なのか、はじめは戸惑ったが、体育館は壁が一部崩れ落ち、余震で窓ガラスも割れ始め

ていたため、「校舎内に避難者をとりあえず入れるしかない。」という判断を校長は下し

た。そこには、「2 時 46 分から、学校という機能ではなく、人の命をいかに救うかという、

そういう場所でなければならない。」という思いがあり、校内にはまだ子どもも待機さ

せていたため、一時は 1000 名以上が学校に集まった。

　避難所として指定は受けていたものの、小学校に備蓄の毛布や食料はなかった。また、

電気は使用可能な状況だったが、断水が発生していた。高架水槽の水が切れてからは、

トイレの水を確保するため、教職員がプールの水をバケツで汲み出していた。夜になる

と毛布や乾パンが届いたが、それらを避難者に配ったのも教職員だった。津波の被害を

受けて夜中にずぶ濡れのまま学校に辿り着いた避難者もいたため、学校中のヒーターを

かき集め、部屋や廊下を暖め続けた。3 月 11 日の夜に作成した名簿には 500 名以上の

名前があり、全員が校内で一夜を明かした。
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２．避難所の運営
　地震発生からしばらくして災害対策本部からは職員も派遣されてきたが、500 名に上

る避難者に対応しなければならない状況の中で、植田小学校では、教職員が避難所運営

の中核を担うこととなった。3 月 12 日以降も、飲料水や食料の分配、避難者への声かけ、

トイレの管理・清掃、問い合わせへの対応など、避難所運営に関する多くの役割を教職

員の間で分担した。

　断水の続いていた植田小学校では、3 月 12 日以降、給水車頼みの、飲料水の確保であっ

た。当初は、校長が教職員の中から給水の係を決め、配給の方法などを細かく指示して

いたが、しばらくすると、避難者の協力も得ながら教職員が中心となって飲料水の配給

を行うようになった。また、災害対策本部から配給される食事も、教職員が避難者に対

して 1 つ 1 つ配膳した。1 人 1 個のおにぎりとともに災害対策本部から味噌汁が配給さ

れた時には、その味噌汁を電気のコンロで温めなおしてから避難者に手渡すなど、細か

な配慮を欠かさなかった。食事を 1 つ 1 つ手渡しするなかで、教職員は避難者 1 人ひと

りとコミュニケーションを図り、避難者の様子について、随時、職員室に情報を集約す

るという体制も取られた。また、トイレの管理・清掃についても、女性の職員が率先し

て朝早くから行い、避難者が一日、トイレを快適に使えるような環境づくりに努めた。

こうした教職員の献身的な避難所運営は、3 月 23 日に避難所が解消されるまで続けら

れた。避難者は徐々に減っていったが、避難所には最後まで 5 ～ 6 名の子どもが残った。

また、妊婦には保健室を、知的な面で障害のある人々にはカーペット敷きの落ち着いた

部屋を割り当てるなど、災害弱者に対する配慮にも努めた。原発事故によって自治会・

町内会も混乱を極めていたため、教職員が避難所運営から手を引くことは難しい状況に

あったが、他方で、避難者の中からリーダーを指名する必要がないほどに、教職員が献

身的に動いていたことを、校長は指摘する。毛布 1 枚・乾パン 1 個を手渡す時にも避難

写真　植田小学校の校庭

＊地滑りによって校庭が陥没したため、地面にはひびが入っている。
　（現地訪問時に撮影：2011 年 11月 24 日）
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者に対して励ましの言葉をかける教職員の姿があったからこそ、避難所を運営する中で、

大きなクレームや避難者同士のトラブル、物資の奪い合いなどが起こる場面は、ほとん

ど見られなかった。

３．消防団や地域のサポート
　避難所の開設・運営において教職員の奮闘が目立つ植田小学校ではあるが、それを支

える消防団や地域の存在を見逃すことはできない。PTA の堀米会長は、いわき市消防

団第三支団に属し、震災発生後は避難誘導や救助活動に従事していた。当時、消防団の

活動は困難を極めていたが、その中でも、植田地区にある避難所を回ることがあった。

地区の避難所を回った堀米会長らは、それぞれの避難所で飲料水の確保が課題となって

いることを把握し、どのエリアまで行けば水道水を得ることができるかを伝えるなどし

た。消防団は「校長、今、何が足りない？」と尋ねて回り、避難所運営をサポートして

いた。

　また、避難所を開設してから数日が経つと、ある保護者が「先生方、ありがとう、大

変だべ、何も食ってないんだべ。」と言って、自分で握ったおにぎりを届けてくれるこ

ともあった。通常は 1 人 1 個の配給だが、保護者や地域住民からおにぎりが届けられた

日には、1 人 2 個の配給に切り替えることができた。その他にも漬物やカレー、フルー

ツが届けられるなど、避難所の運営には地域から個別のサポートがあった。

　地区の防災体制の中で学校が果たすべき役割を明確にすることが今後の課題となる。

3 月 11 日の震災は教職員が学校で勤務している時間帯に起きたため、教職員が避難所

の運営にあたることが可能だった。しかし 4 月に入って、大きな余震が夜中に起きた時、

ある教員が学校まで駆け付けると、津波への懸念から避難してきた車が、校門の前に列

を作っていた。学校に教職員がいない時間帯に大規模災害が起こった時は一体誰が学校

を開放するのか、そして教職員はどこまで避難所の運営にあたるべきなのか、地域の防

災体制の中で避難所となる学校の位置づけを明確にしていく必要があると、飯塚校長は

指摘している。

おわりに
　植田小学校では、飲料水・食料や物資の確保という面で消防団や地域からのサポート

はあったものの、避難所の運営そのものには地域住民の助けを借りる必要がないほど、

教職員の奮闘が目立っていた。教職員の献身的な働きが避難所の円滑な運営にとって重

要であったことを再確認できると同時に、地区の防災体制における学校や教職員の役割

を明確にするという今後の課題が示された。
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（12）福島県いわき市立高坂小学校

はじめに
　高坂小学校では、震災による大きな損壊はなかったものの、3 月 11 日の震災発生後

に近隣で断水が発生し、さらに 3 月 13 日からは原発事故によって避難を余儀なくされ

た人々の受け入れをすることとなった。震災前の児童数は 432 名である（平成 22 年度

学校基本調査）。

　震災時・震災後の学校の状況及び地域との関係性について、岡本安由校長（在校年数

3 年目）と坂本貴洋教頭（在校年数 2 年目）にインタビューを行った（平成 23 年 10 月

19 日実施）。また、避難所で中心的な役割を担った野口寿美恵前 PTA 副会長・大関義

久氏・新妻宏郁氏の 3 名に対しても、運営の様子を尋ねた。（11 月 25 日に岡本校長と

野口氏に対して、11 月 26 日に野口氏・大関氏・新妻氏に対して、グループ・インタビュー

を行った）。

１．避難所の開設
　3 月 11 日の震災発生後、高坂小学校近くの大平団地に住む人々は、建物が倒壊する

危険を感じたため、建物の外に避難した。しかし、雪も舞うほどの寒さだったため、そ

の場に集まった住民の話し合いで、学校の体育館へ避難することを決め、PTA 役員の

経験から学校との繋がりを有していた野口氏らがそのお願いに向かった。その頃学校で

は、校内にまだ残っていた児童の集団下校を完了し、教職員が被害状況の確認を行って

いた。17 時頃、野口前 PTA 副会長ら、大平団地の住民から避難の要請を受けた校長と

教頭は、体育館の開放を決定した。大平団地の住民も自宅から布団や毛布を運び入れ、

その日は約 20 名が体育館で一夜を明かした。

　11 日の夜には電気が復旧していたため、12 日になると避難してきた住民の中から野

口氏に対して、「学校の炊飯ジャーあるかしら？　それを使って、もしかしたらご飯だ

けでも炊けるかもしれないよね。」という提案があった。野口氏は家庭科室にある調理

器具の使用について学校から許可を貰い、大平団地の住民が持ち寄った米や調味料を用

いて炊き出しをスタートさせた。各人に少なくとも 1 個は行き渡る量のおにぎりを作り、

食料が安定して届くようになるまで炊き出しは続けられた。また、12 日の午後になると、

高坂小学校に身を寄せていた家族のもとに勤務先から戻った大関氏が、近隣の地区はほ

とんど断水しているため、高架水槽の水が無くならないよう節水をする必要があると指

摘した。大関氏からの指摘を受けて、それまで避難所運営の中核を担っていた野口氏や

新妻氏らが話し合い、校長許可のもと、トイレの使用法に関するルールを設定した。池

の水をバケツに汲むのを子どもたちにも手伝ってもらいながら、①ペットボトルに入れ

た水で便器を流す、②便器の脇に置く袋の中にトイレットペーパーを捨てることとした。

高坂小学校の避難所ではその他にもゴミの分別に関するルールや起床・消灯の時間に関



128

する取り決めを作った。大平団地の住民が校長・教頭を交えてルールを作り、そのルー

ルのもとで避難所を運営した。また、灯油を節約するため、大平団地の住民が自宅から

小型のストーブを持ってくることもあった。高坂小学校では 13 日以降、他地区からの

避難者を受け入れたが、大平地区の住民が一番はじめに入ったことが避難所の円滑な運

営と規則・規律の維持の要因となった（校長へのインタビューより）。住民の意見を活

かし、そのノウハウを相互に共有することによって、避難所としてのルールを早い段階

で設定できたことが重要だったと言える。

２．他地区からの避難者の受け入れ
　3 月 13 日の午前、野口氏・大関氏・新妻氏らは、原発事故によって避難を余儀なく

された人々がバスで移動してくることを市の職員から直接に伝えられ、避難所として

リーダーを 4 人立てるよう依頼された。野口氏・大関氏・新妻氏らは、ガムテープに名

前を書き、それを服の上に貼るよう、市の職員から指示を受けた。突然の指示に戸惑い

を覚えながらも、避難者の名簿を漏れなく作ることができるよう、まずは体育館の入り

口に受付を設置した。また、体育館だけでは受け入れが難しいと判断し、校長・教頭と

も相談しながら、校舎内の空き教室を使用することを決定した。避難していた住民やそ

の子どもたちの協力も得ながら、備品の移動やトイレの準備を行った。こうして高坂小

学校では、3 月 11 日から避難していた近隣の住民が中心となって、原発事故によって

避難を余儀なくされた人々を受け入れるための準備が進められ、近隣に住む避難者が原

発事故による避難者を支援する形となった。

　野口氏・大関氏・新妻氏らはまず、他地区からの避難者に対して、避難所で設定して

いたトイレやゴミに関するルールを伝えることとした。原発事故による避難者を受け入

れる時には、市の職員も 2 ～ 3 名ずつ交替で配置されるようになったが、校内の施設・

設備のことがよくわからず、人手も十分ではなかったため、当初は、他地区からの避難

者に対する食事の配膳等を、大平団地の住民が行うような状況であった。そのため、他

地区からの避難者に声をかけられることも多くなり、血圧を測ってほしいという要望を

野口氏が受けるようなケースもあった。また野口氏は、おにぎりを配りに行く時に、避

難者の様子を見ながら「どうですか？」と声をかけるようにし、避難者から「寒かった」

という声が上がれば、毛布の必要性を市の職員に伝えるなどした。

　校長・教頭・教務主任なども学校に泊まり込み、避難者の生活を支えた。市の職員に

対して食料や物資の提供を要請するのはもちろんのこと、教頭は、公衆電話の前に病院・

薬局・タクシー会社の電話番号を貼り出した。それによって、避難時に常備薬を持って

こられなかった高齢者が、いつでも自分でタクシーを呼んで病院や薬局に行くことがで

きるようになった。また、野口氏・大関氏・新妻氏らは、朝晩にミーティングを開き、

その場で決まったことや学校側に相談すべきこと等を校長や教頭に必ず報告した。

　一時は 100 名以上となった避難所を運営するのは決して容易なことではなかったが、
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団地の行事や会合でいつも顔を合わせていた住民同士は、各家族の置かれた状況を理解

しあいながら、日頃からの関係性を基盤として避難所の運営を行った。例えば野口氏は、

PTA の活動を通してそれぞれの住民が何を得意としているかを知っていたため、調理

の仕事につく住民に炊き出しの先頭に立ってもらうなど、避難者の間で役割を分担する

ことができた。原発事故による避難者を受け入れてからの 2 ～ 3 日は、食糧や物資がな

かなか届かないこともあって、引き続き炊き出しも行ったが、生命確保期や生活確保期

を乗り切るうえでPTAなどの保護者組織や団地コミュニティは大きな役割を果たした。

３．市職員への役割の委譲
　近隣地区では断水が続いていたため、12 日以降は、高坂小学校でも、高架水槽の水

が無くならないよう節水を行った。ところが、高架水槽の水を定期的にチェックしてい

ると、高坂小学校では断水が起こっていないことがわかったため、3 月 16 日からは水道・

トイレを通常通り使用することを校長が決定した。この時期から、避難所の運営を市職

員が主導するようになった。

　避難所開設からしばらくは、担当として派遣されてくる市の職員にも戸惑いが見られ

たため、大平団地の住民が中心となって、ルールの設定や食料・物資の分配を行った。

他地区からの避難者を受け入れてからも、保健室を授乳室とすることや、体育館に避難

する高齢者のためにおむつ交換のスペースを設けることが、住民のアイディアで決めら

れていった。ただ、市の職員が指揮を執る方が、避難所の運営はスムーズに行くケース

も多い。たとえば、毛布を 1 人で独占している人に対して注意を促す際には、「少し高

い立場にある」市の職員を介すべきであることが経験的に理解されていった（大関氏へ

のインタビューより）。食料や物資が滞りなく届くようになると、大平団地の住民がい

なくとも避難所の運営が可能となったため、住民は避難所を後にし、主に市の職員が運

営を担った。

　3 月 15 日には原発事故により屋内退避の指示が出されるなど、当時、高坂小学校の

校区でも切迫した状況が続いていた。高坂小学校の避難所から更に遠方へと避難する人

たちも増え、震災発生から 1 週間が経った 18 日の時点では、避難者が 46 名にまで減っ

ていた。校長は、3 月 18 日に、体育館にいた避難者を全て校舎内に入れることを決定

した。

４．避難所の解消に向けて
　避難所は校舎内に設置されたが、3 月の下旬には、ガソリンなどの物資も入手可能な

状況になっていたため、避難所の運営に関して特に大きな問題はなく、校長はむしろ、

学校再開に向けて教職員との打ち合わせに多くの時間を割くようになった。3 月いっぱ

いは休校の措置が取られていた高坂小学校でも、4 月 6 日の入学式・始業式は予定通り

に実施し、それ以後は、避難所機能と学校機能が併存することとなった。近隣の住民か
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らは「水が出たからうちの風呂を使っていいですよ。」という提案もあるなど、避難者

の生活を支えるための動きも出てきた。4 月 13 日には、30 名弱の避難者が近隣の避難

所へと移動し、高坂小学校の避難所は解消された。

　校長は、避難所の運営が円滑に行った要因として、①大平団地の住民が中心となって

避難所としてのルールを早い段階で設定したこと、②自身の知識や経験をもとにトイレ

の使用法などについて具体的な提案を出す住民がいたこと、③野口氏など PTA の役員

経験を持つ住民が学校の施設・設備を以前から把握していたため、炊き出しなどの場面

でトラブルが発生しなかったことを挙げている。PTA をはじめとする保護者組織や校

区の団地コミュニティが果たした役割は大きいと言える。

おわりに
　原発事故で避難してきた人々の受け入れを進める中で、高坂小学校の場合、教職員の

尽力の他に近隣の団地から避難してきた住民の献身的な働きがあった。食料や物資が不

足しがちな被災直後において、PTA などの保護者組織や団地コミュニティでこれまで

築き上げられてきた絆が重要な役割を果たした。
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（13）福島県三春町立三春小学校

はじめに
　三春小学校は、平成 17 年 6 月から学校運営協議会（コミュニティ・スクール）を設

置している。避難所を開設することはなかったものの、4 月の学校再開以後、原発事故

に伴う放射線問題への対応に迫られた。なお、震災前の児童数は 367 名である（平成

22 年度学校基本調査）。

　三春小学校ではまず、震災後の学校の様子と家庭・地域との連携について、高橋正美

校長（在校年数 3 年目）と遠藤俊一教頭（在校年数 4 年目）にインタビューを行った（平

成 23 年 10 月 27 日実施）。その後、PTA の伊藤敏幸会長（会長 2 年目）と学校運営協

議会の高橋龍一会長（会長 4 年目）それぞれに対し、PTA あるいは学校運営協議会と

して、今回の震災にどのような対応を進めてきたのかを尋ねた（いずれも平成 23 年 11

月 30 日実施）。

１．転入生に対する支援
　3 月 11 日の震災で、三春町では道路・建物・水道管の損壊が一部で発生し、三春小

学校でも壁や水道管の一部に破損が見られた。ただ、三春小学校では施設そのものに大

きな被害はなく、地震発生時に校舎内にいた児童はすぐに校庭へ一時避難、その後、近

隣にある「まほら」という町の施設に二次避難を行った。電話が繋がりにくい状況では

あったが、18 時までには全児童を保護者に引き渡すことができた。また、下校途中であっ

た児童の安否確認も 20 時までには完了した。

　三春町の全小中学校は、町教育委員会の決定を受け、3 月いっぱい休校となった。そ

の間、三春小学校では、各家庭に対して休校連絡・所在確認を行い、4 月の学校再開に

向けて新学期の準備を進めた。平成 23 年度の入学式・始業式を当初の予定通り 4 月 6

日に実施することが決定してからも、各家庭に対する所在確認は続いた。また、原発事

故によって避難を余儀なくされた児童を 4 月から三春小学校でも受け入れることとなっ

たため、4 月 5 日には急遽、転入児童・家族を対象に学校説明会が実施された。

　三春町では 3 月 12 日以降、原発事故によって避難を余儀なくされた人々を受け入れ

るための避難所を、町内 8 か所に開設した。三春小学校に避難所は開設されなかったが、

転校を余儀なくなれた児童はランドセルや学用品などを何も持ってこない状態で避難し

ていたことを、PTA 役員を含め多くの保護者が把握していた。そのため、PTA の学年

委員長の発案と会長・役員らの協力により、ランドセル・学用品・運動着・私服等の寄

贈を各家庭に呼びかける動きが広がり、3 月末からあふれるくらいの物資が学校に届け

られた。保護者の間で電話連絡が回ったのはもちろんのこと、3 月に卒業したばかりの

6 年生の保護者が学校の許可を得て 3 月 23 日に立ち上げたホームページでは、次のよ

うな呼びかけもなされた。
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　『さて，今回の大震災で，自分のふるさとを離れ，避難所での生活をされている

方が多くいらっしゃいます。そんな様子がニュースなどで報道されると，心が痛む

ばかりです。そんな中，本来行くはずだった学校を離れ，転校しなければいけない

子どもたちも多くいます。そこで，６年生のみなさんにお願いなのですが，ランド

セルなどの学用品を譲ってほしいのです。ランドセルをはじめ，運動着や鍵盤ハー

モニカ，リコーダーなどの学用品を募っています。ただし，その一つ一つには，み

なさんの思い出が詰まっているでしょうから，もちろん可能な範囲で結構です。も

し，譲っていただける方がいましたら，三春小学校に持ってきていただければ幸い

です。みなさんの協力を待っております。よろしくお願いします。』

　4 月 6 日の入学式・始業式の時点で、原発事故によって避難を余儀なくされた児童 15

名が転入した。転入児童の中には、4 月に新 1 年生となる子どもも含まれていたが、新

入生が入学式で使う衣服の寄贈もあったため、例年と変わらぬ形で入学式を行うことが

できた（校長へのインタビューより）。また、寄贈の呼びかけがなされていることを保

護者から聞いた地域住民が学用品や私服を提供したり、子どもたちが率先して物資の収

集に協力したりと、転入生に対する支援の動きが、PTA を核として広がりを見せた。

２．放射線問題への対応
　三春小学校では、壁や水道管の一部に破損が見られたことを除き、震災による大きな

被害は生じなかったが、4 月の学校再開以後、放射線問題への対応に迫られることとなっ

た。運動会の日程や教育活動の内容に変更を余儀なくされる中で、保護者や地域住民と

協力しながら、除染作業にあたった。

　三春小学校では 6 月に校庭の表土を除去する工事が行われたが、10 月に延期となっ

た運動会に向けて更に線量を下げるため、9 月の「PTA 奉仕作業」では、例年行われ

ている草刈りに加えて、側溝に溜まった泥をすくいあげる作業も行った。放射性物質が

溜まりやすい泥を除去する作業とあって、例年に比べて保護者の参加が少ないことも予

想されたが、実際にはいつもと変わらない人数が集まった。伊藤 PTA 会長は、子ども

たちが安心して通える学校とするため、自分たちができることであれば自分たちで作業

してしまおうと思い、PTA として呼びかけを行ったという。その後も、三春町消防団

が放水訓練を兼ねてアスファルトや側溝の除染を行ったり、区長会の協力を得ながら通

学路の除染を字単位で行ったりと、町や学校からの要請だけではなく保護者・地域住民

からも提案が出されることで、放射線問題への対応が進められた。

　併せて、10 月 2 日に延期された運動会では、放射線問題への懸念から、午前中で競

技を終わらせるため、保護者がその運営に積極的に協力した。テントを設置する、応援

席にブルーシートを敷くといった事前の準備はもちろんのこと、競技時に審判を務める

など運動会の進行においても PTA の協力を得た。通常であれば運動会の進行は高学年
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の子どもたちが担うことになるが、保護者が運営に協力することで保護者自身の運動会

に対する気持ちが変わり、保護者も一緒に楽しむ様子が見られた（PTA 会長へのイン

タビューより）。

３．学校運営協議会の役割
　三春小学校では、転入生に対する支援や放射線問題への対応といった面で、保護者や

地域住民からの積極的な協力が得られてきた。震災以後の課題に学校・家庭・地域が一

体となって向き合ってきたが、この背後には、学校運営協議会の存在がある。

　三春小学校の学校運営協議会は、①地域代表委員（区長会、まちづくり協会、民生児

童委員等）、②保護者代表委員（PTA 会長、学年委員長等）、③学識経験者（社会教育

委員等）、④行政関係委員（教育委員会等）、⑤学校代表委員（校長・教員）、⑥その他

教育委員会が適当と認めた者で構成されることとなっている。平成 23 年度は、①地域

代表委員として代表区長や民生児童委員協議会長が、②保護者委員として子ども劇場の

代表が、③学識経験者として社会教育委員や保護司、前／元 PTA 会長が、④行政関係

委員として三春町教育委員会の指導主事が、⑤学校代表委員として校長・教頭・教務主任・

研修主任が参加している。行政機関か地域組織かを問わず、町内にある様々な機関・組

織から委員を集める方法で、学校運営協議会を運営してきた。「三春方式」と呼ばれる

三春小学校の学校運営協議会は、学校運営協議会自体が何か活動しているというよりは、

一つの情報集約基地としての役割を担っている（学校運営協議会会長へのインタビュー

より）。

　平成 23 年度第 1 回の学校運営協議会（6 月 16 日実施）では、震災以後の学校の状況

について報告が行われた。その際、委員の 1 人が、自身の小学校時代に「防災頭巾」を

使用していたことを紹介したため、頭部を保護するための防具を導入する必要があると

いう議論が協議会の中で交わされた。協議会を傍聴していた三春町の教育長は、すぐに

ヘルメットの導入を決め、町内の小学校に備え付けられることになった。また、元三春

町防犯協会三春支部長及び元三春町消防団三春分団長という立場で学校運営協議会に参

加している高橋会長は、除染作業で PTA が消防団への協力を要請する際に、必要なア

ドバイスを送った。通学路の除染においても区長会の協力を得るなど、町内にある様々

な機関・組織から委員が集う「三春方式」の学校運営協議会だからこそ、震災以後の課

題への迅速な対応が可能になった。

おわりに
　原発事故で転入してきた児童への支援や放射線問題への対応を行う中で、三春小学校

では、学校・家庭・地域がこれまで以上に緊密に連携した。特に、区長会・防犯協会・

民生児童委員協議会・PTA・教育委員会などの代表者が集う「三春方式」の学校運営

協議会は、放射線問題への対応に必要な情報の集約・共有に寄与した。
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（14）福島県三春町立岩江小学校

はじめに
　平成２１年度から学校支援地域本部を設置する三春町立岩江小学校の学区は、山田・

上舞木・下舞木という 3 つの地区からなる。三春町では各地区に「まちづくり協会」が

置かれているが、山田・上舞木・下舞木の３地区の区長・民生委員は「岩江まちづくり

協会」のメンバーであり、震災以後、岩江小学校の除染作業等に積極的に協力してきた。

「岩江まちづくり協会」の事務局は、岩江小学校と同じ敷地に併設される岩江センター

内に置かれている。なお、岩江小学校の震災前の児童数は 250 名である（平成 22 年度

学校基本調査）。

　御
み よ た

代田裕紀校長（在校年数 3 年目）に、震災時・震災後の学校の状況及び地域との関

係性について尋ね（平成 23 年 10 月 26 日実施）、その後、影山佳宣氏（岩江まちづくり

協会会長：2 年目）、矢浪周作氏（岩江まちづくり協会保健福祉部会長：1 年目、上舞木

地区区長：1 年目）、真壁岩友氏（岩江まちづくり協会事務局：3 年目、岩江小学校学校

支援地域本部のコーディネーター：1 年目）の 3 名に、震災後の地区の様子や学校との

関係性をテーマに、グループ・インタビューを行った（平成 23 年 11 月 29 日実施）。な

お、グループ・インタビューでは、岩江中学校での避難所運営に関しても併せて尋ねた。

１．放射線問題と合同運動会
　3 月 11 日の震災で、三春町では道路・建物・水道管の損壊が一部で発生したが、岩

江小学校の施設・設備に大きな被害はなかった。町内の全小中学校は 3 月いっぱい休校

となったため、教職員は 3 月中、各家庭に対して電話で休校連絡・所在確認を行い、学

校再開に向けて新学期の準備を進めた。

　4 月の学校再開以後、岩江小学校では、原発事故に伴う放射線問題への対応を迫られ

た。例えば、毎年 5 月に実施していた運動会は、練習開始の目途が立たないことなどか

ら早々に延期が決まり、例年 10 月に開かれていた地域の運動会と合同で実施されるこ

ととなった。これまで学校と地域は別々に運動会を開催していたが、震災への対応を契

機として、学校は地域との連携に乗り出した。

　10 月 2 日に行われた合同運動会では、児童が参加する競技だけでなく、地区対抗の

競技が組み込まれた。休憩時間には「岩江分団消防活動」として、地区の消防団による

消火訓練の様子が披露された（資料１参照）。プログラムの内容については事前に「岩

江まちづくり協会」の担当者と学校の体育主任の間で話し合いを進め、運動会終了後に

は合同で反省会も行った。また、合同運動会には原発事故の影響で三春町に集団避難し

ている葛尾村の村民も招き、一緒に競技に参加してもらった。放射線問題の影響で予定

通りに運動会を行うことが困難な状況の中で、合同運動会を実施することで、学校と地

域との連携が深まっている。
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２．岩江小ロードレース ( 持久走大会 ) への協力
　岩江小学校で昨年度から行っている「ロードレース」を今年度も継続するためには、

コースを除染し、保護者や教職員の放射能に対する不安を払拭する必要があった。そこ

で、校長は、学校支援地域本部のコーディネーターを務める真壁氏に、除染の作業を検

討してもらえないかという要請を出した。すると、「岩江まちづくり協会」の事務局も

務める真壁氏は、除染に関する事業計画の一環として、コースの除染を行ってもらいた

いというお願いを各区長に投げかけた。この要請については、山田、上舞木、下舞木 1

区～ 4 区の区長・副区長らが集まる区長会で協議され、11 月に予定されていた通学路

の除染作業を円滑に進めるための準備・確認作業の一環として、区長会が主導する形で

コースの除染が行われることとなった。コースの除染作業は、校長や区長から PTA・

消防団にも協力を呼びかけ、11月12日に行われた。その結果、昨年度と同様に校外のコー

スを使った「ロードレース」を、11 月 16 日に無事に開催することができた。

３．地域の繋がり、学校との繋がり
　三春町では、「まちづくり協会」や区長会など、古くからの地域組織が現在も活発に

活動を続けている。岩江地区でも、こういった組織が、運動会・文化祭・敬老会といっ

た行事を主催してきた。地区の繋がりが現存していることは、災害時・非常時にも有効

に機能しており、震災後の電話が繋がりにくい状況のなかで、区長たちが率先して 3 月

14 日以降の休校連絡を徒歩等で地区内に伝えた。

　震災発生後、「まちづくり協会」などの地域組織は、原発事故によって避難を余儀な

くされた人々を岩江中学校で受け入れ、避難所の運営を担った。避難者に対して十分な

生活環境を提供できなかったことを悔やむ声と同時に、対策本部ができたことで区長同

士の絆が生まれ、地区としてのまとまりができたという声も聞かれた（岩江まちづくり

協会・矢浪氏へのインタビューより）。岩江地区の地域組織がこれまで築いてきた繋が

りが編み直され、それが原発事故の影響で三春町に集団避難している葛尾村の村民を招

いての合同運動会や、岩江小学校の「ロードレース」に対する区長会の協力となった。

同時に、震災以後、学校行事や授業内容の変更に迫られるなか、学校が地域組織とも協

力しながら、新たな教育活動を展開した。小学校の運動会を地区の運動会と合同で開き、

そこに三春町に集団避難する葛尾村の村民を招いたことで、村民は学校を身近に感じる

ことができ、葛尾村から転入してきたばかりの児童にとっても意義深い行事となった。

また、「運動会やなんかでも一緒にしたものですからね、学校に協力できるところはす

るよ。」という地域組織の意気込みを感じながら、昨年度からスタートした「ロードレー

ス」を継続することができたことは、大きな成果であった。岩江小学校の敷地には、「岩

江まちづくり協会」の事務局が置かれる岩江センターが併設されており、学校と地域と

の連携が図りやすい環境となっている。加えて、「岩江まちづくり協会」の事務局を務

める真壁氏が、学校支援地域本部のコーディネーターを務めることによって、学校組織
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 資料１　平成 23 年度岩江小学校・岩江地区運動会のプログラム
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と地域組織が連絡を取りやすい体制ができている。震災以後、学校と地域の繋がりが編

み直されており、学校支援地域本部が両者をつなぐ機能を果たしている。

おわりに
　岩江小学校では、放射線問題への対応を迫られる中で、地域組織とも連携しながら、

合同運動会や「ロードレース」( 持久走大会）といった教育活動を展開した。そこからは、

①震災時・震災後の対応を進める中で学校と地域の関係が編み直されていく可能性があ

ること、②その際に学校が既存の地域組織と繋がりを持つことが重要であること、③学

校支援地域本部は学校組織と地域組織を繋ぐ役割を果たしうることが明らかとなった。
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（15）福島県三春町立岩江中学校

はじめに
　平成 21 年度から学校支援地域本部を設置する岩江中学校は、平成 7 年度に開校し、

山田・上舞木・下舞木という 3 つの地区からなる。三春町は 3 月 12 日以降、原発事故

によって避難を余儀なくされた人々の受け入れを進め、岩江中学校も避難所の一つと

なった。山田・上舞木・下舞木の３地区の区長・民生委員は、岩江中学校の避難所運営

に積極的に協力した。なお、岩江中学校の震災前の生徒数は 152 名である（平成 22 年

度学校基本調査）。

　岩江中学校ではまず、避難所の開設・運営の様子と学校再開以後の状況について、神

野與校長（在校年数 2 年目）にインタビューを行った（平成 23 年 10 月 26 日実施）。そ

の後、佐藤千昭教頭（在校年数 5 年目）にも話を聞いた（平成 23 年 11 月 29 日実施）。

また、「岩江まちづくり協会」として避難者の受け入れにどのような協力をしたのか、

影山佳宣氏（岩江まちづくり協会会長：2 年目）、矢浪周作氏（岩江まちづくり協会保

健福祉部会長：1 年目、上舞木地区区長：1 年目）、真壁岩友氏（岩江まちづくり協会事

務局：3 年目）の 3 名にグループ・インタビューを行った（平成 23 年 11 月 29 日実施）。

１．避難所の開設
　3 月 12 日の朝、三春町教育委員会から神野校長に対して、原発事故によって避難を

余儀なくされた人々の受け入れをお願いする可能性があるという連絡が入った。校長は

すぐに、近隣にある岩江小学校から灯油やマットを借りてくるよう、教職員に指示を出

した。また、三春町内の各地区に組織されている「まちづくり協会」に対しても町の災

害対策本部から避難民の受け入れに関して要請が出されたため、岩江地区においても「原

発災害対策岩江本部」が立ち上げられた。両者は電話等で相互に連絡を取り合いながら、

岩江中学校の体育館に避難者を受け入れる準備を進めた。そして同日 16 時頃、大熊町

と富岡町の住民を乗せたバス 3 台が到着する。ここから、岩江中学校の教職員と「原発

災害対策岩江本部」の地域住民が中心となって、170 名に上る避難者の生活を支えるた

めの取り組みがスタートした。

　避難所を開設するにあたってまず課題となったのが、防寒具や日用品を確保すること

だった。山田・上舞木・下舞木の区長や民生委員が集う「原発災害対策岩江本部」では、

各区の班長や組長を通じて「至急回覧」を出し、毛布など必要な物資の寄贈を求めた。

その結果、「至急回覧」を出したその日のうちに驚くほどの枚数の毛布が集まった。一方、

神野校長も「避難されている方の日用品の協力について」という文書を岩江地区の住民

に配布し、歯ブラシやタオルなどの日用品の提供を呼びかけようとしていたが、文書を

配布する前に、「原発災害対策岩江本部」のメンバーや地区の住民、さらには町議会の

議員らが、物資の確保に動いた。最終的には、毛布・布団・衣類・食料・調味料などが
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のべ 432 名から届けられ、十分すぎるほどの支援物資が集まった。なお、食事について

は、「三春の里振興公社」でおにぎりを作る体制を整えていたが、岩江地区からもおに

ぎりを握るための人員を派遣し、避難者にはおにぎりだけでなく漬け物も添えて提供す

るなどの工夫をした。

２．避難所の運営
　12 日に避難者を受け入れて以降、「原発災害対策岩江本部」は、岩江小学校に併設す

る「岩江センター」に設置され、岩江中学校の体育館に交替で担当者を派遣する体制を

とっていた。山田、上舞木、下舞木 1 区～ 4 区が毎日持ち回りで「当番区長」となり、

白米など食材の確認、避難者の要望把握などを行った。併せて、校長の指示で岩江中学

校の教職員も交替で 2 人が泊まり込み、避難者の所在を尋ねる問い合わせなどに対応し

た。

　避難所の開設から 3 日ほど経過すると、避難者の間から、自分たちで食事の準備を行

うようにしたいという意見が上がるようになった。校長・教頭や「原発災害対策岩江本

部」のメンバーは、大熊町の職員や避難者とミーティングを開き、避難者が自炊できる

よう、学校の家庭科室を使ってもらうような体制を整えた。16 日からは、町が準備し

た食材を用いての自炊がスタートした。

　避難してきた住民たちには遠慮があったためか、岩江中学校や「原発災害対策岩江本

部」に対して避難所の運営に関する具体的な要望が上がってくることは少なかった。ま

た、避難者が独自に食事や清掃のルールを決めるなど自主的に運営がなされていたため、

学校や「原発災害対策岩江本部」が行わなければならなかったのは、避難者による自主

的な避難所運営を側面からサポートすることであった。例えば、校舎と体育館を繋ぐ渡

り廊下に風雨を凌ぐためのブルーシートを設置する、病院へ向かわなければならない高

齢者をまとめて車で送迎する、といった活動を行った。他方で、校長や教頭は、乳幼児

のいる家族のために保健室を開放し、「本が読みたい」という避難者の声を受けて図書

室も開放した。また、校長室も随時開放することで、避難者の悩みや要望の把握に努め

た。卒園式や卒業式ができなかった子どもたちのために「節目の式」を開いてほしいと

いう要望を受け、教職員が作った「節目の賞状」を、校長は子どもたちに渡した（資料

１を参照）。

３．避難所の移転
　三春町の全小中学校は、町教育委員会の決定を受け、3 月いっぱいは休校となったが、

4 月 6 日には予定通り入学式・始業式が行われることになった。ただ、町内の多くの避

難所では 4 月に入っても避難者の受け入れが続いており、岩江中学校でも 4 月 2 日の段

階で 96 名を体育館で受け入れていた。そのため神野校長は、例年体育館で実施してい

た入学式を社会科教室で行うことを決定し、事前に保護者に対して案内を送付した。
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　しかし、大熊町では 4 月 3 日に役場機能ごと会津若松市へ集団避難することが決定し、

岩江中学校で受け入れていた避難者も急遽移動することとなった。移動の準備には、教

職員や「原発災害対策岩江本部」のメンバーも駆け付けた。ただ、避難者が移動したか

らといって、そのまま体育館で入学式を挙行できるわけではなかった。清掃をはじめ、

入学式を体育館で開催するには準備が必要であったが、教職員の間から「やっぱり校長

先生、体育館でやってやっぺ。」という声が上がり、通常通り入学式を開催するに至っ

た（資料 2 を参照）。

　三春から会津へ 4 月 3 日に集団避難することが決まってから、避難者は、岩江地区の

住民や岩江中学校の教職員に対して、感謝のメッセージを残している（写真１を参照）。

また、ある避難した子どもから神野校長に宛てられた手紙の中には、「図書室をかして

くれてありがとうございます。お花のことを教えてくれてありがとうございます。また、

お会いできるといいですね。いままでありがとうございました。おおくままちに私は帰

りたいです。もうこんなせいかつはいやです。はやくがっこうにいってお友だちにあい

たいです。本当にありがとう。」と記されていた。
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 資料１　学期末の節目の式　式辞（神野校長作成文書）

＊卒園生や卒業生に「節目の賞状」を渡す際に、神野校長が読み上げた式辞である。 

大熊町・富岡町の皆様、幼稚園・小学校・高校の皆さんへ

学期末の節目の式　　式　辞
　3 月11 日の、東北・関東大地震によって避難してこられた皆様、この度は本当に大変だった
と思います。今までにない、大変な災害にどれほど心を痛められ、疲労感もだいぶたまってい
ることと思います。三春町、そして、岩江中学校、岩江地区民のみなさんの協力のもと、本校
の受け入れ体制を整えさせていただきました。まだまだ不備な点はありますがご容赦下さい。
皆様のご要望を受けとめながらできる限り対応して参りたいと思っております。

　本来であれば、大熊町・富岡町でも卒園式や卒業式が行われるはずでした。それが、でき
なくなり、どれほど残念か、皆様の心中を推察申し上げます。私たちのふるさと、この三春町
でも１１日以降、幼稚園・小・中学校が休校となり卒園式・卒業式等も実施できない状況です。
　昨日、大熊町の方から次のような申し出をいただきました。このような状況なので、子ども達
の卒園式・卒業式ができない。せめて、「学期の終わりの節目の式」を催してもらえないかと。
卒園・卒業は、それぞれの幼稚園の園長先生、小中学校の校長先生でなければできません。
そこで、本校、岩江中の先生方と相談し、節目の式を実施することとしました。卒園証書・卒
業証書は出せませんが、節目の賞状を心をこめてつくりました。

　大熊町、富岡町の幼稚園・小学校・中学校・高校生のみなさん、皆さんは今までそれぞれ
の園や学校で勉強や行事に一生懸命取り組んできました。皆さんは心身共に成長し、沢山の
思い出もできたことと思います。どうぞ、それぞれの楽しい思い出を心の糧にして、今の状況を
みんなで協力しながら乗り切っていってください。辛いとき、苦しいとき、心を支えてくれるの
は、友達や身近にいる人です。ちょっとした一言が元気をくれます。「有り難う」「がんばろう」
の一言で、人は元気になるものです。みなさんが元気だと大人の人達も元気になれます。どうぞ、
元気をだして毎日の生活を送って下さい。私たち職員一同心から応援しています。

　みなさんの「ふるさと」は大熊町・富岡町はとても美しい町です。素敵な町です。皆さんは、
そのふるさとをこよなく愛していることと思います。今、この大変な状況のなかでも皆さんが、
協力しながら感謝の気持ちを持って過ごしている姿に頭が下がります。ともすれば、災害にあっ
たとき、人はいらだち、その怒りをぶつけがちです。でも、皆さんは、礼儀正しく穏やかに過
ごしています。なかなかできないことだと思います。
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４．学校の再開と教職員の苦悩
　避難所の開設・運営・移転を経て 4 月 6 日に新学期を迎えたものの、教職員たちは、

ここから更に難しい判断に迫られることとなった。具体的には、放射能の問題が叫ばれ

る中で、通常の教育活動をどこまで実施してよいのか、屋外での部活動を実施すること

が可能なのかといった問題に直面した。4 月当初には、校長から教職員に対して、これ

から教育活動にのぞむにあたって不安に思うことを「押し殺すんではなくて、とにかく

上げろ。」と伝え、職員会議でそれぞれにどういう心配があるのかを資料にまとめて示

し、「俺一人の力では何ともできないけど、この心配を共有しながらやっていくしかね

えべ。」と訴えかけた。4 月 19 日には文部科学省から屋外活動の制限に関する基準が示

されたが、生徒・保護者・教職員に不安が広がる中で、放射線問題への対応に関する判

断を学校が下さなければならない状況にあった。校長は、「もっと現場の戸惑いを理解

していただきたい。」という思いとともに、原発事故や放射能問題に対して行政が当時

どのような対応をとったのかを今後検証していく必要があると強く感じている。

おわりに
　原発事故によって避難を余儀なくされた大熊町と富岡町の人々が炊き出しや清掃を自

主的に行うようになる中で、学校と地域はそれぞれに役割を分担しながら、避難所の運

営を側面からサポートした。「岩江まちづくり協会」のような住民の自治組織が活発に

活動している地域においては、学校が既存の地域組織と連携を図りながら避難所の運営

にあたることが有効であると言える。

　資料 2　平成 23 年度入学式の貼紙 写真 1　避難者からの感謝のメッセージ

＊現地訪問時に神野校長より提供 ＊現地訪問時に撮影（2011 年 11月 29 日）
＊避難所が突然移転することになったため、このメッ

セージはダンボールに書かれている。撮影時には岩
江センターで公開されていた。
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